
意見案第２号

若い世代の政治参加の拡大を求める意見書

我が国の被選挙権年齢は、公職選挙法により衆議院議員・都道府県議会議員・市区町

村議会議員については満25歳以上、また参議院議員については満30歳以上と規定されて

いる。

一方、若い世代の声を政治に反映していくため、2015年の公職選挙法の改正で選挙権

年齢が20歳以上から18歳以上に引き下げられた。選挙権年齢の引下げを契機として、若

い世代が政治や社会の課題を自らのこととして考え、主体的に政治に参加する意識を育

む環境をさらに整えていくことが求められている。

また、人口減少や少子高齢化が進む中、地方議会における議員の成り手不足も課題と

なっており、若い世代をはじめ、多様な人材が政治に関心を持ち、参画しやすい環境を

整えることは、地方自治及び議会の活性化の観点からも重要である。

昨年は男子による普通選挙法が制定されて100年、婦人参政権が認められて80年の節目

を迎えた。

よって、国においては、将来にわたり民主政治の健全な発展を図るため、若い世代が

政治を自らのこととして考え、主体的に参加できる環境の整備に向け、次の措置を講ず

るよう強く要望する。

記

１ 若い世代が政治や社会の課題を自らのこととして考え、主体的に政治に参加する意

識を育むための取組を一層推進すること。

２ 学校教育をはじめ様々な機会を通じ、政治的中立性を確保しつつ、主権者として必

要な知識や判断力を身につけることができる環境の充実を図ること。

３ 若い世代をはじめ多様な人材が政治に関心を持ち、政治参加や立候補に挑戦しやす

い環境の整備について、幅広く検討を進めること。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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